
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [111,565円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.3%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [404,100円]

類似団体内順位

[ 29/39 ]

全国市町村平均

462,447
兵庫県市町村平均

618,968

(円)

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

639,496

193,071

335,941

404,100

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

宝塚市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：類似団体平均は上回っているものの平成8年度から10年連続して低下している。これは景気の低迷により個人
市民税が減ったことが主な原因である。しかしながら単年度では個人市民税の増加などにより0.909から0.922へと改善して
いる。今後、平成18年5月に定めた宝塚市都市経営改革大綱に基づき、財政の健全化に努める。

経常収支比率：震災復興事業等にかかる公債費が多額であるため類似団体平均より悪くなっている。今後は、都市経営改
革行動指針に掲げられた課題に取り組み、経常収支比率を平成22年度において90％以下とし財政構造の弾力性回復に努
める。

人口 1人当たり人件費・物件費等決算額：人口 1人当たりの人件費が高いため類似団体平均を上回っている。これは職員
の平均年齢が類似団体の中では高いことなどが要因である。今後は、都市経営改革行動指針に掲げられた事務・事業の合
理化、定員管理の適正化、給与の適正化等の課題に取り組み、人件費・物件費等の適性化に努める。

ラスパイレス指数：類似団体39団体中で10位と低水準であり、さらに地域手当を加味した修正後のラスパイレス指数では
97.6とさらに低位である。今後も給与（給料水準及び各種手当）の適正化を図り、一層の給与費削減に努める。

人口１人当たり地方債現在高：震災復興事業等にかかる地方債の発行が多額であるため類似団体平均を上回っており、震災
前の平成5年度と比べて約1.6倍になっている。今後は、投資的経費の圧縮や施策の「選択と集中」により新規発行債の圧縮に
努め、将来負担の健全化に努める。

実質公債費比率：震災復興事業等にかかる公債費が多額であるため類似団体平均より悪くなっている。その対策として、投資
的経費の圧縮により公債費の圧縮を図っている。今後も引き続き公債費の圧縮に取り組み、公債費負担の健全化に努める。

人口 1,000人当たり職員数：教育等の部門の職員数が多いため類似団体平均を上回っている。現在、定員管理の適正化を推
進するため、平成16年4月1日から平成22年4月1日までの6年間を計画期間とする定員適正化計画を策定し取り組んでいる。
計画の目標値は企業会計職員を除く平成16年4月1日現在職員数1,671人の10％に当たる167人を削減して1,504人とするもの
であり、平成18年4月1日現在の職員数は101人を削減して1,570人となっている。


